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ご活躍の足跡
（2017 年 1 月〜 12 月）
石井　　光
　学会・研究会
 ⑴  “Technology Transfers without Compensation to Help Rival Firms”The CiTiP IP Group 
Meeting, KU Leuven, March 22.
植村　邦彦
　著　書	
 ⑴  若森章孝との共著『壊れゆく資本主義をどう生きるか――人種・国民・階級 2.0』唯学書房、
pp. 395、11 月刊。プロローグ（pp. iii 〜 x）、第 2 章（pp. 77-109）、第 3 章（pp. 141-170）執筆。
各章の対談（pp. 39-76、110-140、171-196、238-280、328-366）は分担部分抽出不可能。
　分担執筆
 ⑴  若森章孝との共著『壊れゆく資本主義をどう生きるか――人種・国民・階級 2.0』唯学書房、
pp. 395、11 月刊。プロローグ（pp. iii 〜 x）、第 2 章（pp. 77-109）、第 3 章（pp. 141-170）執筆。
各章の対談（pp. 39-76、110-140、171-196、238-280、328-366）は分担部分抽出不可能。
　論　文
 ⑴  「社会労働運動の表象（2）――日本における赤旗の歴史」、関西大学経済・政治研究所研究双
書第 164 冊『大阪の社会運動史と労働者の自由』、関西大学経済・政治研究所、pp. 179-204、3
月刊。
 ⑵  「資本主義の終わり方――『資本論』のポリフォニー」、『現代思想』2017 年 6 月臨時増刊号、
青土社、pp. 36-45、5 月刊。
 ⑶  「東ドイツにおける社会主義と市民社会」、『関西大学経済論集』第 67 巻第 3 号、関西大学経済
学会、pp. 139-159、12 月刊。
　学会・研究会
 ⑴  「〈国境を越える市民社会〉とは何か」進化経済学会第 2 回「制度と統治」部会、阪南大学あべ
のハルカスキャンパス、6 月 24 日。
 ⑵  「熊本大学文化史研究室と小松さん」小松裕追悼シンポジウム「追悼・小松裕　その歴史学か
らなにを学ぶか――研究と社会との接点を求めて」、早稲田大学、10 月 1 日。
 ⑶  「資本主義の終わり方について」社会思想史学会第 42 回大会「18・19 世紀の社会思想」セッショ
ン、京都大学、11 月 5 日。
 ⑷  「〈ファーガスンとマルクス〉再考」アダム・スミスの会第 198 回例会、京都大学、11 月 25
日。 
宇都宮浄人
　論　文
 ⑴  「地域鉄道の新たな胎動と課題」『運輸と経済』第 77 巻第 2 号、pp. 84-91、2 月刊。
 ⑵  「大都市圏の LRT の可能性〜パリ、シドニーを踏まえて 」『鉄道ジャーナル』通巻 604 号、pp. 
140-141、2 月刊。
 ⑶  「地域鉄道の価値－ CVM によるアプローチ」『交通学研究』　通巻 60 号、pp. 15-22、3 月刊。
 ⑷  「地方圏の鉄道経営は成り立つのでしょうか」『運輸と経済』　第 77 巻第 2 号、pp. 17-20、4 月刊。
 ⑸  「スペインの LRT」『路面電車 EX』第 9 号、pp. 101-107、5 月刊。
 ⑹  「ゴールドコーストの LRT プロジェクト」『関西鉄道協会都市交通研究書・第 9 回海外交通事
情視察・調査』研究シリーズ　No. 49、pp. 39-45、7 月刊。
教　授
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 ⑺  「新規投資で鉄道再生〜欧州からの報告」　『交通新聞』　8 月 2 日〜 4 日。
 ⑻  「ベルギーの LRT」『路面電車 EX』第 10 号、pp. 92-99、10 月刊。
 ⑼  「イタリア・ヴェノスタ鉄道―地方鉄道は投資で再生（1）」『鉄道ジャーナル』通巻 613 号、pp. 
136-138、11 月刊。
 ⑽  「地方都市再生戦略としてのまちづくり」『システム／制御／情報学会誌』第 61 巻第 12 号、pp. 
12-17　12 月刊。
 ⑾  「ザルツブルク州の 2 鉄道―地方鉄道は投資で再生（2）」『鉄道ジャーナル』通巻 614 号、pp. 
136-138、12 月刊。
 ⑿  “Trendwende für Regionalbahnen in Japan”, Forum Mobil 4/17, December.
　Working	Paper（Discussion	Paper）
 ⑴  「オーストリアの地域鉄道―財政支援構造とその実態」『Working Paper Series J-47』関西大学
経済学会、12 月刊。
　学会・研究会
 ⑴  “The value of local railways: an approach using CVM”, Thredbo 15 Conference, Stockholm 
School of Economics, Sweden, August 15.
　講演会
 ⑴  「地域再生の戦略 〜『交通まちづくり』というアプローチ」内外情勢調査会・熊本支部講演会、
熊本ホテルキャッスル、2 月 23 日。
 ⑵  「地域再生の戦略 〜『交通まちづくり』というアプローチ」内外情勢調査会・八代支部講演会、
八代ホワイトパレス、2 月 23 日。
 ⑶  「地域再生の戦略 〜大阪の交通まちづくりを考える〜」大阪自由大学、上田安子服飾専門学校
本館、3 月 6 日。
 ⑷  「社会インフラとしての鉄道を考える〜オーストリアの事例を踏まえて〜」フォーラム・交通
基本法の展開、中央大学、3 月 13 日。
 ⑸  「JR 北海道問題をどう考えるか〜欧州の事例を踏まえて〜」北海道新聞東京懇話会、三笠会館、
3 月 14 日。
 ⑹  「京都の交通まちづくりを考える〜新交通システム導入の意義と課題〜」京都の活性化をめざ
す新しい交通を考える講演会、キャンパスプラザ京都、3 月 23 日。
 ⑺  「新たな投資で地域鉄道再生〜欧州の事例から〜」関西交通政策実務者懇話会、西日本旅客鉄
道大阪工事事務所、10 月 31 日。
 ⑻  “Local Railways in Japan: Recent Developments and Prospects”, Ringvorlesung: Öffentlicher 
Verkehr, TU Wien, December 6. 
春日　秀文
　分担執筆
 ⑴  「環境と経済発展：21 世紀型発展に向けて」（共著）蟹江憲史 編著『持続可能な開発目標とは
何か　2030 年へ向けた変革のアジェンダ』第 8 章、ミネルヴァ書房、pp. 162-175,　3 月刊。
　論　文
 ⑴  “Does inequality affect environmental quality? Evidence from major Japanese cities” 
(co-authored) Journal of Cleaner Production 142, pp. 3689-3701, January. 
片山　直也
　論　文
 ⑴ 原著論文（査読付き公刊論文）JOURNAL PUBLICATIONS
 　  “The portmanteau tests and the LM test for ARMA models with uncorrelated errors. 
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Advances in Time Series Methods and Applications: the A. Ian McLeod Festschrift,” Editors: 
W. K. Li, David Stanford and Hao Yu, Fields Institute Communication. Series; Springer, pp. 
131-150.
　学会・研究会
 ⑴ CONFERENCE PAPERS
 　  “Testing for Bubbles by an Outlier Robust Unit Root Test,” 関西計量経済学研究会、広島大学、
2016 年度研究発表会、1 月 7 日。       
北川　勝彦
　分担執筆
 ⑴  北川勝彦・北原聡・西村雄志・熊谷幸久・柏原宏紀編『概説世界経済史』Ⅰ-1、2、3、Ⅱ-7、
Ⅵ-1、3、昭和堂、pp. 1-16、55-60、241-248、262-268。
　論　文
 ⑴  「ポスト・アパルトヘイト期南アフリカにおける経済発展と環境政策」（「アフリカの経済発展
と環境保全－南部アフリカ開発共同体（SADC）の環境マネジメント・技術移転をめぐる総合
的研究－」関西大学『経済・政治研究所　研究叢書　第 163 冊』、pp. 29-54、3 月刊。
北原　　聡
　著　書
 ⑴  『世界経済史』（編著）昭和堂、5 月刊。
　分担執筆
 ⑴  「経済発展論の系譜」北川勝彦・北原聡他編著『世界経済史』2-1、昭和堂、pp. 18-22。 
「交通・通信革命」同上書 2-10、pp. 73-78。     
「江戸幕府の対外政策」同上書 3-1、pp. 112-116。     
「第一次世界大戦と日本経済」同上書 3-5、pp, 135-139、5 月刊。
古賀　款久
　Working	Paper（Discussion	Paper）
 ⑴  “Knowledge spillovers and productivity growth: persistent dispersion and resource allocation”, 
Working Paper Series No. F79, Economic Society of Kansai University, 2017 Feb 28.
後藤　健太
　分担執筆
 ⑴  “Development Through Innovation: The Case of the Asian Apparel Value Chain” in 
Little, Stephen E.; Go, Frank M.; and Teresa Shuk-Ching Poon (eds.) Global Innovation 
and Entrepreneurship: Challenges and Experiences from East and West. Cham: Springer 
International Publishing, pp. 95-111, April.
 ⑵  「Chapter 3 変貌するアジア経済と日本」『アジア太平洋と関西―関西経済白書〈2017〉』 アジア
太平洋研究所、pp. 59-63、10 月刊。
 ⑶  “‘Firms’ and ‘Nations’ in the Era of Globalization: Vietnam’s Textile and Apparel Industry and 
the TPP” in Kansai and the Asia Pacific Economic Outlook, Osaka: Asia Pacific Institute of 
Research (Maruzen Planet), pp. 110-114, July.
　論　文
 ⑴  “Agricultural Modernization and Rural Livelihood Strategies: The Case of Rice Farming 
in Laos” Canadian Journal of Development Studies, 38(4), pp. 467-486 (with Bounlouane 
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Douangngeune).
　資料・その他
 ⑴  「グローバル化時代における企業と国家」『週刊　エコノミスト』（毎日新聞社）、pp. 94、3 月刊。
 ⑵  「労働 CSR と競争力強化」（第 29 回国際労働問題シンポジウム）『大原社会問題研究所雑誌』
法政大学大原社会問題研究所、pp. 30-39、4 月刊。
 
佐々木信彰
　資料・その他
 ⑴  「関西大学経済学部　GoLD プログラム　上海・復旦大学プログラム（2017 年 8 月 5 日〜 12 日）
報告書」編集、9 月。
　講演会
 ⑴  「経済強国に向かう中国と日本」浙江省輸出商品（大阪）交易会、インテックス大阪、9 月 12 日。
 ⑵  「現代中国の政治と経済をどう読むか」関西大学東西学術研究所、経済・政治研究所、法学研究所、
2017 年度 3 研究所合同シンポジウム、尚文館 1 階マルチメディア AV 大教室、10 月 13 日。
　シンポジウム・司会
 ⑴  「浙江省交易会の 10 年と、日中経済の未来」浙江省輸出商品交易会・10 周年記念経済交流シン
ポジウム、インテックス大阪、9 月 12 日。
佐藤　方宣
　資料・その他
 ⑴  「公営書店のニーズは何か（にっぽん診断）」『経済ウィークリー（地方紙向け配信コラム）』共
同通信、1 月。
 ⑵  「高等教育無償化の是非 （にっぽん診断）」『経済ウィークリー（地方紙向け配信コラム）』共同
通信、2 月。
 ⑶  「皆で平等に貧しくなれるか（にっぽん診断）」『経済ウィークリー（地方紙向け配信コラム）』
共同通信、3 月。
 ⑷  「子育て支援の理念と負担（にっぽん診断）」『経済ウィークリー（地方紙向け配信コラム』共
同通信、4 月。
 ⑸  「大学の定員規制は不適切（にっぽん診断）」『経済ウィークリー（地方紙向け配信コラム』共
同通信、6 月。
 ⑹  「地域共生への高校生の発案（にっぽん診断）」『経済ウィークリー（地方紙向け配信コラム』
共同通信、8 月。
 ⑺  巻頭言「特集　市場経済の思想――市場と資本主義を考える」『社会思想史研究』（社会思想史
学会）41 号、p. 8、9 月刊。
 ⑻  「他人の子供にも投資を（にっぽん診断）」『経済ウィークリ （ー地方紙向け配信コラム』共同通信、
10 月。
新熊　隆嘉
　分担執筆
 ⑴  「リサイクルの経済理論」（2 ページ）、「環境政策」（4 ページ）、「枯渇性資源の利用と保全」（2 ペー
ジ）、「非対称情報下での環境政策」（2 ページ）環境経済・政策学会編『環境経済・政策学辞典』
丸善出版（近刊予定）。
 ⑵  「資源の呪い」（2 ページ）国際開発学会〔編〕『国際開発学事典』丸善出版（近刊予定）。
　研究ノート
 ⑴  「研究ノート：汚職と Resource Curse（資源の呪い）―ジンバブエをケーススタディとして―」，
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Douangngeune).
　資料・その他
 ⑴  「グローバル化時代における企業と国家」『週刊　エコノミスト』（毎日新聞社）、pp. 94、3 月刊。
 ⑵  「労働 CSR と競争力強化」（第 29 回国際労働問題シンポジウム）『大原社会問題研究所雑誌』
法政大学大原社会問題研究所、pp. 30-39、4 月刊。
 
佐々木信彰
　資料・その他
 ⑴  「関西大学経済学部　GoLD プログラム　上海・復旦大学プログラム（2017 年 8 月 5 日〜 12 日）
報告書」編集、9 月。
　講演会
 ⑴  「経済強国に向かう中国と日本」浙江省輸出商品（大阪）交易会、インテックス大阪、9 月 12 日。
 ⑵  「現代中国の政治と経済をどう読むか」関西大学東西学術研究所、経済・政治研究所、法学研究所、
2017 年度 3 研究所合同シンポジウム、尚文館 1 階マルチメディア AV 大教室、10 月 13 日。
　シンポジウム・司会
 ⑴  「浙江省交易会の 10 年と、日中経済の未来」浙江省輸出商品交易会・10 周年記念経済交流シン
ポジウム、インテックス大阪、9 月 12 日。
佐藤　方宣
　資料・その他
 ⑴  「公営書店のニーズは何か（にっぽん診断）」『経済ウィークリー（地方紙向け配信コラム）』共
同通信、1 月。
 ⑵  「高等教育無償化の是非 （にっぽん診断）」『経済ウィークリー（地方紙向け配信コラム）』共同
通信、2 月。
 ⑶  「皆で平等に貧しくなれるか（にっぽん診断）」『経済ウィークリー（地方紙向け配信コラム）』
共同通信、3 月。
 ⑷  「子育て支援の理念と負担（にっぽん診断）」『経済ウィークリー（地方紙向け配信コラム』共
同通信、4 月。
 ⑸  「大学の定員規制は不適切（にっぽん診断）」『経済ウィークリー（地方紙向け配信コラム』共
同通信、6 月。
 ⑹  「地域共生への高校生の発案（にっぽん診断）」『経済ウィークリー（地方紙向け配信コラム』
共同通信、8 月。
 ⑺  巻頭言「特集　市場経済の思想――市場と資本主義を考える」『社会思想史研究』（社会思想史
学会）41 号、p. 8、9 月刊。
 ⑻  「他人の子供にも投資を（にっぽん診断）」『経済ウィークリ （ー地方紙向け配信コラム』共同通信、
10 月。
新熊　隆嘉
　分担執筆
 ⑴  「リサイクルの経済理論」（2 ページ）、「環境政策」（4 ページ）、「枯渇性資源の利用と保全」（2 ペー
ジ）、「非対称情報下での環境政策」（2 ページ）環境経済・政策学会編『環境経済・政策学辞典』
丸善出版（近刊予定）。
 ⑵  「資源の呪い」（2 ページ）国際開発学会〔編〕『国際開発学事典』丸善出版（近刊予定）。
　研究ノート
 ⑴  「研究ノート：汚職と Resource Curse（資源の呪い）―ジンバブエをケーススタディとして―」，
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研究双書第 166 冊『アフリカの経済発展と環境保全（I）―南部アフリカ開発共同体（SADC）
の環境と技術移転をめぐる綜合的研究―』関西大学経済・政治研究所。
　学会・研究会
 ⑴  “Collective Responsibility and Judgment-proof Problem”, 関西大学経済学会セミナー、関西大
学、6 月 14 日。
　講演会
 ⑴  「アフリカ資源国の苦悩―汚職が経済に与える影響―」関西大学経済・政治研究所、第 223 回
産業セミナー、関西大学、6 月 28 日。
　受賞・表彰
 ⑴  学術賞、Tax versus Emissions Trading Scheme in the Long Run, Journal of Environmental 
Economics and Management 75: 12-24、（菅田一教授との共著論文），環境経済・政策学会、　9
月 10 日。
鈴木　智也
　論　文
 ⑴  「フィリピンにおけるテロと利子率と景気循環」『経済論集』第 67 巻第 2 号、関西大学経済学会、 
pp. 107-124, 9 月刊。
　学会・研究会
 ⑴  “Corruption, Risk Premium and Business Cycles: Comparison of Mexico and New Zealand.”
43rd Annual Conference, Eastern Economic Association, New York City, U.S.A., 23-26 
February. 
 ⑵  “Interest Rates, Labour Market Inefficiency and Business Cycles.” 6th International 
Conference - Mathematics in Finance, University of Pretoria in partnership with North-West 
University and University of Cape Town, Skukuza, South Africa, 8-12 August.
竹下　公視
　学会・研究会
 ⑴  「トランプ政権の対中政策を探る」社会経済システム研究会、アネックスパル法円坂、2 月 11 日。
 ⑵  「トランプ政権の経済政策」社会経済システム研究会、アネックスパル法円坂、3 月 11 日。
谷田　則幸
　学会・研究会
 ⑴  “Does the Widening Coverage of Job Assistance Work Well for Social Inclusion? - An 
Analysis using ABM”, WEHIA2017 (22nd Annual Workshop on Economic Heterogeneous 
Interacting Agents), Università Cattolica del Sacro Cuore, Milan (Italy), June 12-14. 
中川　竜一
　学会・研究会
 ⑴  “Stable Sunspot Equilibria with Private Information”（McGough, B. との共著） Faculty Work 
in Progress Seminar, London School of Economics and Political Science, London, February 27.
中澤　信彦
　著　書
 ⑴  『バーク読本―〈保守主義の父〉再考のために』（共編著）昭和堂、8 月刊。
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　分担執筆
 ⑴  「〈保守主義の父〉再考のために―まえがきに代えて」中澤信彦・桑島秀樹編著『バーク読本―〈保
守主義の父〉再考のために』序章、昭和堂、pp. 1-18、8 月刊。
　論　文
 ⑴  「18 世紀中葉〜 19 世紀初頭のイングランド社会の結婚パターンとその思想史的意義―ハード
ウィック結婚法をめぐるバークとマルサスの見解を手がかりにして」『経済論叢』第 191 巻第 1
号、京都大学経済学会、pp. 1-18、3 月刊。
 ⑵  “What Attracted Keynes to Malthus’s High Price of Provisions?”, Erasmus Journal for 
Philosophy and Economics, Volume 10, Issue 2, pp. 24-44, December. 
　研究ノート
 ⑴  「「バークとマルサス」研究と小林昇経済学史研究」『マルサス学会年報』第 26 号、マルサス学会、
pp. 95-117、3 月刊。
 ⑵  「『バーク読本』（昭和堂、2017 年 8 月）の編集から見えてきたこと」『関西大学経済論集』第
67 巻第 3 号、関西大学経済学会、pp. 161-172、12 月刊。
　学会・研究会
 ⑴  「政府の「なすべきこと」と「なすべからざること」―ケインズはムーアとバークから何を学
んだのか？」経済学史学会大会、徳島文理大学、6 月 3 日。
 ⑵  「マルサスとミルトン」社会思想史研究会、同志社大学、7 月 1 日。
 ⑶  「マルサス『人口論』とミルトン『失楽園』」経済思想研究会、東北学院大学、8 月 6 日。
 ⑷  「『バーク読本』（昭和堂、2017 年 8 月）の編集から見えてきたこと―経済学方法論史との関連で」
経済学方法論フォーラム、小樽商科大学、8 月 30 日。
 ⑸  「中澤・桑島編『バーク読本』合評会：評者へのリプライ」保守的自由主義研究会、大阪市立
大学文化交流センター、10 月 7 日。
 ⑹  “What Attracted Keynes to Malthus’s High Price of Provisions?”，経済学方法論フォーラム、
中央大学駿河台記念館、12 月 26 日。
野坂　博南
　論　文
 ⑴  Peer Monitoring in the Workplace and the Voluntary Job Separation of Parenting Women 
Kansai University Review of Economics, No.19, pp. 27-51, March.
橋本　恭之
　著　書
 ⑴  『地方財政改革の検証』（共著）清文社、4 月刊。
　研究ノート
 ⑴  「夕張市におけるふるさと納税の現状について」『関西大学経済論集』、第 66 巻第 4 号、pp. 
1-14、3 月刊。
　資料・その他
 ⑴  「ふるさと納税の是非（上）返礼品の経費　自ら公表を」日本経済新聞、経済教室、4 月刊。
　講演会
 ⑴  「地方税改革のあり方について―地方法人税を中心に」、大阪商工会議所、8 月 31 日。
橋本　紀子
　論　文
 ⑴  「多数のゼロ消費費目を含む費目間ネットワークの分析」『関西大学商学論集』第 62 巻第 3 号、
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　分担執筆
 ⑴  「〈保守主義の父〉再考のために―まえがきに代えて」中澤信彦・桑島秀樹編著『バーク読本―〈保
守主義の父〉再考のために』序章、昭和堂、pp. 1-18、8 月刊。
　論　文
 ⑴  「18 世紀中葉〜 19 世紀初頭のイングランド社会の結婚パターンとその思想史的意義―ハード
ウィック結婚法をめぐるバークとマルサスの見解を手がかりにして」『経済論叢』第 191 巻第 1
号、京都大学経済学会、pp. 1-18、3 月刊。
 ⑵  “What Attracted Keynes to Malthus’s High Price of Provisions?”, Erasmus Journal for 
Philosophy and Economics, Volume 10, Issue 2, pp. 24-44, December. 
　研究ノート
 ⑴  「「バークとマルサス」研究と小林昇経済学史研究」『マルサス学会年報』第 26 号、マルサス学会、
pp. 95-117、3 月刊。
 ⑵  「『バーク読本』（昭和堂、2017 年 8 月）の編集から見えてきたこと」『関西大学経済論集』第
67 巻第 3 号、関西大学経済学会、pp. 161-172、12 月刊。
　学会・研究会
 ⑴  「政府の「なすべきこと」と「なすべからざること」―ケインズはムーアとバークから何を学
んだのか？」経済学史学会大会、徳島文理大学、6 月 3 日。
 ⑵  「マルサスとミルトン」社会思想史研究会、同志社大学、7 月 1 日。
 ⑶  「マルサス『人口論』とミルトン『失楽園』」経済思想研究会、東北学院大学、8 月 6 日。
 ⑷  「『バーク読本』（昭和堂、2017 年 8 月）の編集から見えてきたこと―経済学方法論史との関連で」
経済学方法論フォーラム、小樽商科大学、8 月 30 日。
 ⑸  「中澤・桑島編『バーク読本』合評会：評者へのリプライ」保守的自由主義研究会、大阪市立
大学文化交流センター、10 月 7 日。
 ⑹  “What Attracted Keynes to Malthus’s High Price of Provisions?”，経済学方法論フォーラム、
中央大学駿河台記念館、12 月 26 日。
野坂　博南
　論　文
 ⑴  Peer Monitoring in the Workplace and the Voluntary Job Separation of Parenting Women 
Kansai University Review of Economics, No.19, pp. 27-51, March.
橋本　恭之
　著　書
 ⑴  『地方財政改革の検証』（共著）清文社、4 月刊。
　研究ノート
 ⑴  「夕張市におけるふるさと納税の現状について」『関西大学経済論集』、第 66 巻第 4 号、pp. 
1-14、3 月刊。
　資料・その他
 ⑴  「ふるさと納税の是非（上）返礼品の経費　自ら公表を」日本経済新聞、経済教室、4 月刊。
　講演会
 ⑴  「地方税改革のあり方について―地方法人税を中心に」、大阪商工会議所、8 月 31 日。
橋本　紀子
　論　文
 ⑴  「多数のゼロ消費費目を含む費目間ネットワークの分析」『関西大学商学論集』第 62 巻第 3 号、
439
pp. 1-17、12 月刊。
林　　宏昭
　論　文
 ⑴  「地方財政が直面する課題―自立と健全化に向けて―」『経済セミナー』第 694 巻、pp.49-53, 
2･3 月号。
 ⑵  「これまでの税制改革論」『租税研究』第 813 号、pp. 239-253、7 月刊。
 ⑶  「地方の課税自主権の意義と課題」奈良県税制調査会『まほろばからの地方税のあり方提言―
奈良県税制調査会の提言―』、pp. 25-40、3 月刊。
　シンポジウム・パネリスト
 ⑴  「地方財政の四半世紀を問い直す 」地方財政学会第 25 回大会、和光大学、5 月 20 日。
前川　聡子
　分担執筆
 ⑴  「経済のグローバル化と企業課税・金融課税」赤井伸郎編著『実践　財政学』第 10 章、pp. 304-
336、有斐閣、4 月 20 日刊。
　講演会
 ⑴  「経済・社会の変化と税財政の現状・課題―2018 年度税制改正をめぐる論点整理―」納税協会
連合会、納税協会連合会研修センター、7 月 5 日。
松尾　精彦
　論　文 
 ⑴  「プロ野球の得点分析」『関西大学経済論集』第 67 巻第 1 号、pp. 1-45、6 月刊。
 ⑵  「プロ野球順位表のグラフィカルな表現法」『関西大学経済論集』第 67 巻第 2 号、pp. 1-19、9 月刊。
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ご活躍の足跡
（2017 年 1 月〜 12 月）
岡田　啓介
　論　文
 ⑴  “How Does Democratization Affect the Composition of Government Expenditure?” Journal of 
Economic Behavior & Organization 137, pp. 145-159, May 2017. (with Go Kotera)
 ⑵  “A Simple Model of Contract Enforcement Institutions” Pacific Economic Review 22 (3), pp. 
410-434, August 2017. (with Takuma Kunieda and Akihisa Shibata)
 ⑶  “Corruption and Natural Resource Rents: Evidence from Quantile Regressions” Applied 
Economics Letters 24 (20), pp. 1490-1493, November 2017. (with Sovannroeun Samreth)
 ⑷  “Health and Political Regimes: Evidence from Quantile Regressions” Economic Systems, 
forthcoming.
柏原　宏紀
　著　書
 ⑴  『概説世界経済史』（共編著）昭和堂、5 月刊。
　分担執筆
 ⑴  「幕末の「開港」とその影響」北川勝彦ほか編『概説世界経済史』3-2、昭和堂、pp. 117-122。
「明治政府の成立と財政経済政策」同上 3-3, pp. 123-128。「松方財政と企業勃興」同上 3-4, pp. 
129-134。「戦時経済と戦後の復興」同上 3-6、pp. 140-145。「高度成長とその後の日本経済」同
上 3-7、pp. 146-151、5 月刊。
　学会・研究会
 ⑴  「明治 7 年 8 月の「電信私線規則」に関する一考察」郵政歴史文化研究会分科会（通信と地域社会）、
郵政博物館資料センター、3 月 16 日。
 ⑵  「長州五傑と明治維新―「大阪と実学」に注目して」慶應法学会平成 29 年度春季研究大会、近
畿大学、7 月 1 日。
熊谷　幸久
　著　書
 ⑴  『概説世界経済史』（編著）昭和堂、5 月刊。
　分担執筆
 ⑴  「自由貿易体制と帝国主義」北川勝彦・北原聡・西村雄志・熊谷幸久・柏原宏紀編著『概説世
界経済史』第Ⅱ部第 13 章、昭和堂、pp. 86-91。 「中世ヨーロッパの農村と都市」北川勝彦・
北原聡・西村雄志・熊谷幸久・柏原宏紀編著『概説世界経済史』第Ⅳ部第 1 章、昭和堂、pp. 
154-159。「第二次世界大戦後の国際体制」北川勝彦・北原聡・西村雄志・熊谷幸久・柏原宏紀
編著『概説世界経済史』第Ⅳ部第 6 章、昭和堂、pp. 186-192、5 月刊。
神江　沙蘭
　論　文
 ⑴  「金融危機後の改革と政治：ユーロ圏におけるドイツ」『国際政治』第 189 号、日本国際政治学会、 
pp. 98-113、10 月刊［研］。 
　学会・研究会
 ⑴  “Germany and Japan: Great or Middle Powers in Global Banking Regulation?” International 
Studies Association (ISA), Hong Kong, June 15-18［研］。
 ⑵  日本国際政治学会、国際統合Ⅱ分科会（E-3）に討論者として参加、10 月 27 日〜 29 日。
准教授
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座主　祥伸
　学会・研究会
 ⑴  「Collateral and Innovation」 法と経済学会全国大会、東洋大学、7 月 8 日。
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関西大学『経済論集』第67巻第4号（2018年3月）
ご活躍の足跡
（2017 年 1 月〜 12 月）
北川　亘太
　分担執筆
 ⑴  “Two Methods of Institutional Reformations in Institutional Economics of J.R. Commons”
Hiroyuki Uni (ed.) Contemporary Meanings of John R. Commons’s Institutional Economics: An 
Analysis Using a Newly Discovered Manuscript, Springer, Singapore, pp. 73-98, February.
　論　文
 ⑴  “The Driving Forces of Diffusion in John R. Commons’ Institutional Economics” Revue de la 
régulation. Capitalisme, institutions, pouvoirs, No. 20, pp. 1-28, January.
 ⑵  「J.R. コモンズ制度経済学における信用制度と統治―信用貨幣の内生説の観点から―」『経済論
集』第 67 巻第 3 号、関西大学経済学会、pp. 83-121、12 月刊。
　Working	Paper
 ⑴  「市中の山居―対話による商品企画の共創を可能にする制度―」Economic Society of Kansai 
University Working Paper Series、J-46、関西大学経済学会、3 月刊。
　翻　訳
 ⑴  ミッシェル・カロン著、北川亘太（共訳）「市場的配置とは何か［下］」『経済論集』第 67 巻第 1 号、 
関西大学経済学会、pp. 63-85、6 月刊。
 ⑵  ミッシェル・カロン著、北川亘太（共訳）「市場的配置とは何か［付録１］」『経済論集』第 67
巻第 2 号、関西大学経済学会、pp. 77-105、9 月刊（北川亘太「訳者解説」を含む）。 
　学会・研究会
 ⑴  “Two Methods of Institutional Reform in the Institutional Economics of John R. Commons” 第
21 回進化経済学会京都大会、京都大学、3 月 26 日。
 ⑵  “The Driving Forces of Diffusion in John R. Commons’ Institutional Economics” 進化経済学会 
制度と統治部会「現代制度経済学における貨幣論・行為論・認識論の到達点―J.R. コモンズ『制
度経済学』からの省察―」、阪南大学あべのハルカスキャンパス、4 月 4 日。
 ⑶  “Departing from Traditional Mode of Training in Japan” International Conference: Education 
and Training as Basis for Future Employment、和歌山大学、9 月 22 日。
　講演会
 ⑴  「『価値共有』時代のサービス・マーケティング」立命館大学 MBA 校友会 RIMO、立命館大学 
大阪いばらきキャンパス、7 月 2 日。
 ⑵  「IG メタルの組織拡大戦略」ものづくり産業労働組合 JAM、JAM 西日本会館、10 月 29 日。
 ⑶  「行為遂行性の事例―理論、テクスト、配置の相互関係―」京都大学デザイン学大学院連携プ
ログラム、11 月 20 日。
溝端　泰和
　論　文
 ⑴  「政府の要請は企業行動を変えるか―下請取引等実態調査を用いた建設企業の賃金引き上げの
実証分析」、共著、『日本経済研究』、近刊。
　Working	Paper（Discussion	Paper）
 ⑴  “Business cycles, asset prices, and the frictions of capital and labor”, co-authored, The 
Economic Society of Kansai University Working Paper, F-82, August.［研］
　学会・研究会
 ⑴  “Firm heterogeneity and the dynamics of credit rationing in Japan”, Conference on Advanced 
Studies in Economics、十勝ガーデンズホテル、9 月 1 日〜 3 日。［研］
助　教
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